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➊我が国の教育を取り巻く
環境の変化（議論の大前提）



１．グローバル化の進展➊（GDP予測）

（出典）「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD）
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１．グローバル化の進展❷

グラフの出典：2020/10/10 日本経済新聞電子版「在留外国人1.6%減
労働力にひずみ 不足と余剰偏る」（タイトルは報告者が追加）

グラフ出典：2019.1.7 Sankei Biz「空前の旅行ブーム到来 １９年海外旅行者、
訪日客数最多見通し」より（タイトルは報告者が追加）

２０年１月に２８７万で
過去最高を記録

訪日外国人旅行者3188万超
日本人出国者 2008万超



１．グローバル化の進展➌

出典：「対日直接投資残高は30兆円の大台へ」（ジェトロ対日投資報告2019（要約）1. 対日直接投資
の現状https://www.jetro.go.jp/invest/ijre/report2019/ch1.html

日本企業のＭ＆Ａは
高水準で推移

【出典】2020/3/17日本経済新聞「日本、大型M&Aに弱点投
資銀に車業界の専任不在 変革期迎え見直しも」より

外国からの対日直接投資
は過去最高を更新



6【出典】一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会「英語活用実態調査 企業・団体 ビジネスパーソン」（2019）より作成 ※複数回答可

【参考】今後のビジネスパーソンに重要な知識・スキル
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（資料）1920年～2015年：「人口推計」（総務省）、2020年～2065年：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1945年～1970年には沖縄県を含まない。

1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。

2030年には年少人口が1,321万人、生産年齢人口が6,875万人まで減少。
65歳以上が我が国の総人口の３割を超える。

（千人）

1,321万人
11.1％

6,875万人
57.7％

3,716万人
31.2％

２．人口減少・少子高齢化の進展
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8【出典】朝日新聞デジタル「日本の人口、２１００年に７５００万人 減少見通し加速」ニューヨーク＝藤原学思（2019年6月18日
1時00分）https://www.asahi.com/articles/ASM6J7JHXM6JUHBI018.html



就業者1人当たり労働生産性 （上位10カ国の変遷）

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2018年

1 米国 オランダ
ルクセンブル
ク

ルクセンブル
ク

ルクセンブル
ク

アイルランド

2 ルクセンブルク ルクセンブルク 米国 米国 ノルウェー ルクセンブルク

3 カナダ 米国 ベルギー ノルウェー 米国 米国

4 オーストラリア ベルギー イタリア イタリア アイルランド ノルウェー

5 ベルギー イタリア ドイツ イスラエル スイス スイス

6 ドイツ アイスランド オランダ ベルギー ベルギー ベルギー

7 ニュージーランド ドイツ フランス アイルランド イタリア オーストリア

8 イタリア カナダ アイスランド スイス フランス フランス

9 スウェーデン オーストリア オーストリア フランス オランダ デンマーク

10 アイスランド フランス カナダ オランダ デンマーク オランダ

- 日本 (20位) 日本 (20位) 日本 (14位) 日本 (21位) 日本 (21位) 日本 (21位)

9出典：日本生産性本部「労働生産性の国際比較 ２０１９」より許可を得て作成https://www.jpc-net.jp/research/list/pdf/comparison_2019.pdf



３．人生100年時代の到来

【出典】平成29年9月11日 第1回人生100年時代構想会議資料4-2 リンダ・グラットン議員提出資料（事務局による日本語訳）より

 2007年生まれの子どもの50%が到達
すると期待される年齢

健康寿命が世界一の長寿社会。2007年に日本で生まれた子供は107歳まで生きる確率が
50%あると言われている。

教育、雇用、退職後という伝統的な３ステージの人生モデルから、マルチステージのモデルへ。

 3ステージではなくマルチステージの人生

10



Explorer Independent producer Portfolio stage
自分の生き方に関して考える時
知識やスキルの再取得
（職業訓練・学び直しなど）

組織に雇われず、独立した立場
で生産的な活動に携わる人
（フリーランスなど）

異なる活動を同時並行で行
う（例）週３仕事、週１ボランティ
ア、週１NPO活動など

 社会変化の激しい時代では、新たに必要とされる知識やスキルを身に付け、それらを
絶えず更新していく必要。

 人生100年時代では、年齢にとらわれない教育と仕事の行き来が普通になり、高齢者
から若者まで、生涯を通じて質の高い教育を受けられる社会の実現が必要。



2030年頃には、第４次産業革命ともいわれる、IoTやビッグデータ、人工知能等をはじめ
とする技術革新が一層進展。狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、人類史
上５番目の新しい社会であるSociety 5.0の到来が予想されている。

４．Society 5.0の到来



人工知能やロボット等による代替可能性

※日本データは国内601種類の職業について、それぞれ人工知能やロボット等で代替される確率を試算。
※ 日本データは、株式会社野村総合研究所と英オックスフォード大学のマイケル A. オズボーン准教授及びカール・ベネディクト・フレイ博士との共同研究（2015年）

米国データは、オズボーン准教授とフレイ博士の共著”The Future of  Employment”（2013年）
英国データは、オズボーン准教授、フレイ博士、デロイトトーマツコンサルティング社による報告結果（2014年）から採っている。
（出典）2015年12月2日株式会社野村総合研究所News Release
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 10～20年後に、日本の労働人口の約49％が、技術的には人工知能やロボット
等により代替できるようになる可能性が高いとの推計結果が出ている。
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 電話販売員）、物品の販売員、レストランやラウ
ンジ、コーヒーショップの店員、レジ係

 保険引き受け時の審査担当、保険金請求時の審査
担当、自動車保険鑑定人クレジットアナリスト、
クレジットカードの承認、調査を行う作業員、不
動産登記の審査・調査、税務申告代行者、不動産
ブローカー

 銀行の窓口係、融資担当者、証券会社の一般事務
員、簿記・会計・監査担当者

 コンピュータを使ったデータの収集・加工・ 分
析、データ入力作業員、文書整理係

 受注係、調達係、荷物の発送・受取・物流管理
係、貨物取扱人、電話オペレーター、車両を使う
配達員

 図書館司書の補助委員、スポーツ審判員、モデル
 手縫いの仕立屋、時計修理工、フィルム写真の現

像技術者、映写技師 など

 整備・設備・修理の現場監督者、危険管理
責任者

 内科医・外科医、看護師、歯科技工士
 メンタルヘルス・医療ソーシャルワー

カー、 臨床心理士、カウンセラー、聴覚
訓練士、作業療法士、聖職者

 消防・防災の現場監督者、警察・刑事の現
場監督

 宿泊施設の支配人、セールスエンジニア
 心理学者、教師、保育士、栄養士、教育

コーディネーター、 職業カウンセラー
 衣服のパターンナー、メークアップアーチ

スト
 人事マネージャー、コンピューターシステ

ムアナリスト
 博物館・美術館の学芸員、運動競技の指導

者、森林管理官 など

（出典）論文「雇用の未来」（オズボーン英オックスフォード大学准教授等）より

消える業務・低賃金業務
＝定型的業務・大量の知識の蓄積

が必要な業務

残る業務
＝企画立案・対人関係業務

ＡＩの発達・導入により…
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Tasks 

without

use of ICT

Tasks with 

use of ICT

Non routine tasks

Routine tasks

Non routine tasks

Routine tasks

Tasks 
without

use of ICT

Tasks with 
use of ICT

デジタライゼーション（2つの影響）

➊ ❷

Andreas Schleicher, Director, OECD – Directorate for Education and Skills“Preparing students for their future, not our pastInsights
from OECD’s review of Japan’s education system”＠ＯＥＣＤ JAPANセミナー（ 2018年7月28日）を加工（番号を付加）して作成

Non routine tasks

routine tasks



Non routine tasks,

Low use of ICT

Non routine tasks, 

High use of ICT

Routine tasks, 

Low use of ICT

Routine tasks, 

High use of ICT

Non routine tasks, 

Low use of ICT

Non routine tasks, 

High use of ICT

Routine tasks, 

Low use of ICT

Routine tasks, 

High use of ICT

(C)

2つの影響を掛けあわせると…

Andreas Schleicher, Director, OECD – Directorate for Education and Skills“Preparing students for their future, not our pastInsights
from OECD’s review of Japan’s education system”＠ＯＥＣＤ JAPANセミナー（ 2018年7月28日）を加工して作成
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【リモートワークに関する意識調査】（ビッグローブ株式会社実施）
対象：会社で在宅勤務が認められ、直近3週間で週に1日以上在宅勤務をしている全国の20代～60代の男女1,000人
調査方法：インターネットによるアンケート
実施調査日：2020年3月13日～3月15日、調査方法：インターネット

新型コロナ流行を機に日本企業に在宅勤務などの
リモートワークが定着すると思うか→８割強が肯定
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仕事

人

【日本】 メンバーシップ型 【欧米諸国】 ジョブ型

「人」がベース 「仕事」がベース

（出典）濱口桂一郎『若者と労働』中公新書クラレ、2013年、31頁・ 小熊英二『日本社会のしくみ 雇用・教育・福祉の歴史社会学』講談社現代新書、2019年、130頁より作成

人を決めておいて、仕事を人の強みに合わせ
て割り当てる日本型。入“社”すると言われるよ
うに、その会社のメンバーになること。

仕事があって、それに対して人を選定するという
欧米型。就“職”すると言われるように、まずは職
ありきの考え方。



 ジョブの塊が組織の空気中を漂って
いて、マネジャーがメンバーを見回し
て、『○○さん、やってよ』と言えば、部
下の誰かにそのジョブがくっつく、とい
う日本企業の仕事の進め方は、時間
と空間を全員が共有していてこそ可能
になります。

 リモートワークを念頭に置けば…一人

一人にジョブが切り分けられているほ
うが適合的…

労働政策研究・研修機
構労働政策研究所長
濱口桂一郎氏

出典：https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2009/07/news009.html



出典：2020/9/16 日本経済新聞朝刊電子版「きょうのことば」



「野球で言うと、まだ2回表で新型コ
ロナウイルス側が攻撃している」

世界各国の状況を見ながら、複数
年にわたる対策が求められる。

出典：「西浦氏が山中氏と対談 “市中感染が広がり始めている認識”」2020年7月10日 16時48分
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20200710/k10012508491000.html

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20200710/k10012508491000.html


 武漢でSARSが起きたとき、研究
所長が中国全土のコウモリを徹
底的に調べ上げました（略）

 この調査でSARSやMERS、今回の
新型コロナなどとよく似た構造
を持っていて、少し変異すれば
人間に感染しかねないウィルス
が50種ほど見つかった。

 つまり予備軍ですね。２1世紀
がコロナの世紀になるという懸
念はここから来ています。

『感染症の世界史』著者

石弘之

出典：日経BPムック『見えてきた７つのトレンド アフターコロナ ３０人の論客が予測する新常態』(2020.7.16) P.104



➊のまとめ
知識集約型社会、ポストコロナ、グローバル化・多様化・複雑化、Society5.0、人生１００年、
雇用の流動化、VUCAの時代………

 「皆と同じこと」ができること（も大事だが、それ）以上に、「皆
と違うこと」に意味や価値がある社会へ（構造変化）

学び続けることが当たり前の社会へ構造変化）

 AIを使いこなす人材、AIで解けない問題・課題・難題と向き合える人材

多様な価値観に向き合いながら合意形成し、課題を解決できる人材。

 「想定外」や「板挟み」と向き合い乗り越えられる人材

生涯学び続ける資質・能力・態度・習慣を持った人材

長所を伸ばす教育。健全な自己肯定感を育む教育。課題解決・合意
形成の練習。



❷我が国の教育、
データでみてみると



※各リテラシーが初めて中心分野（重点的に調査する分野）となった回（読解力は2000年、数学的リテラシーは2003年、科学的リテラシーは2006年）のOECD平均500点を基準値として、
得点を換算。数学的リテラシー、科学的リテラシーは経年比較可能な調査回以降の結果を掲載。中心分野の年はマークを大きくしている。
※2015年調査はコンピュータ使用型調査への移行に伴い、尺度化・得点化の方法の変更等があったため、2012年と2015年の間には波線を表示している。
※順位の範囲とは、統計的に考えられる平均得点の上位及び下位の順位を示したもの。

凡例

【上段】平均得点
【中段】OECD加盟国中の順位
【下段】〔順位の範囲〕

（平均得点）

（調査実施年）

◆数学的リテラシー及び科学的リテラシーは、引き続き世界トップレベル。
◆読解力は前回より平均得点・順位が有意に低下しているものの高得点グループ。
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OECD生徒の学習到達度調査（PISA2018）

大
前
提
（
自
信
を
持
つ
）



 小学校高学年以降は「嫌い」が徐々に増加
 中1の45.5％から中2では一気に57.3％になる。
 高校でも1、2年生の61％は勉強嫌いだが、3年生になると56.5％に減る。

ベネッセ教育総合研究所・東京大学社会科学研究所「子どもの生活と学びに関する親子調査2016」結果速報より作成 /between.shinken-ad.co.jp/hs/2017/05/BCcyosa-manabi.html



（人）

90日以上欠席した者は，不登校児童生徒数の55.6％を占め，依然として長期に及ぶ不登校児童生徒が多い。
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小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

H29 1,692 2,714 4,437 6,272 9,023 10,894 27,992 39,507 41,500

H30 2,296 3,625 5,496 8,089 11,274 14,061 31,046 43,428 45,213

R元 2,744 4,549 6,715 9,466 13,282 16,594 34,324 45,327 48,271

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

小・中学校における不登校の状況

【出典】文部科学省「令和元年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」
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いじめの状況について

※ 上段は認知件数，下段は1,000人当たりの認知件数。

いじめの認知件数の推移

※ 平成25年度から高等学校通信制課程を調査対象に含めている。また，同年度からいじめの定義を変更している。

【認知件数の前年度比較】

《小学校》
58,701件(13.8％)の増加

《中学校》
8,820件(9.0％)の増加

《高等学校》
643件(3.6％)の増加

《特別支援学校》
399件(14.9％)の増加

（件）

（年度）
（年度）

小・中・高等学校及び特別支援学校における，いじめの認知件数は612,496件（前年度543,933件）であり，前年度に比べて68,563件
（12.6％）増加している。児童生徒1,000人当たりの認知件数は46.5件（前年度40.9件）である。
認知件数は，全校種で増加しているが，特に小学校における増加が著しい。

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

小学校
60,897 48,896 40,807 34,766 36,909 33,124 117,384 118,748 122,734 151,692 237,256 317,121 425,844 484,545 

8.5 6.9 5.7 4.9 5.3 4.8 17.4 17.8 18.6 23.2 36.5 49.1 66.0 75.8 

中学校
51,310 43,505 36,795 32,111 33,323 30,749 63,634 55,248 52,971 59,502 71,309 80,424 97,704 106,524 

14.2 12.0 10.2 8.9 9.4 8.6 17.8 15.6 15.0 17.1 20.8 24.0 29.8 32.8 

高等学校
12,307 8,355 6,737 5,642 7,018 6,020 16,274 11,039 11,404 12,664 12,874 14,789 17,709 18,352 

3.5 2.5 2.0 1.7 2.1 1.8 4.8 3.1 3.2 3.6 3.7 4.3 5.2 5.4 

特別支援
学校

384 341 309 259 380 338 817 768 963 1,274 1,704 2,044 2,676 3,075 

3.7 3.2 2.8 2.2 3.1 2.7 6.4 5.9 7.3 9.4 12.4 14.5 19.0 21.7 

合計
124,898 101,097 84,648 72,778 77,630 70,231 198,109 185,803 188,072 225,132 323,143 414,378 543,933 612,496 

8.7 7.1 6.0 5.1 5.5 5.0 14.3 13.4 13.7 16.5 23.8 30.9 40.9 46.5 

28

いじめの認知率の推移
（1,000人当たりの認知件数）（件）

【出典】文部科学省「令和元年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概

要」



分 野 指 標

精神的幸福度（３７位）  生活満足度が高い１５歳
の割合（低）

 １５～１９歳の自殺率（高）

身体的健康（１位）  ５～１４歳の死亡率（低）

 ５～１９歳の過体重／肥満
率（低）

スキル（２７位）  数学・読解力で基礎的習
熟度に達している１５歳の
割合（高）

 社会的スキルを身に付け
ている１５歳の割合（低）

ユニセフ報告書「先進国の子
どもの幸福度ランキング」

＜総合順位：20/38位＞

パラドクス①

パラドクス②

出典：ユニセフ報告書「レポートカード16」先進国の子どもの幸福度をランキング 日本の子どもに関する結果（【2020年9月15日 東京発】） https://www.unicef.or.jp/report/20200902.htmlより作成



30

57.9 

42.3 

33.0 

42.0 

30.8 

36.3 

10.4 

29.1 

43.5 

48.8 

38.1 

43.3 

37.2 

34.7 

アメリカ

フランス

ドイツ

イギリス

スウェーデ

ン

韓国

日本

そう思う どちらかといえばそう思う

私は、自分自身に満足している

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。
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42.8

59.1

39.5

41.7

32.4

28.8

16.3

48.6

32.1

51.1

46.2

41.8

43.9

45.9

ドイツ

アメリカ

フランス

イギリス

韓国

スウェーデン

日本

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。

そう思う どちらかといえばそう思う

自分には長所があると感じている



32

42.3 

34.5 

35.4 

30.0 

36.7 

25.2 

13.8 

38.4 

45.5 

43.0 

46.5 

37.7 

37.3 

32.5 

アメリカ

フランス

イギリス

ドイツ

韓国

スウェーデン

日本

そう思う どちらかといえばそう思う

自分の考えをはっきり相手に伝えることができる

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。
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41.8 

29.4 

42.3 

32.7 

24.2 

23.6 

10.8 

45.6 

50.9 

35.7 

43.4 

47.4 

39.3 

40.7 

フランス

ドイツ

アメリカ

イギリス

韓国

スウェーデン

日本

そう思う どちらかといえばそう思う

うまくいくかわからないことにも意欲的に取り組む

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。
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32.5 

20.8 

18.1 

17.5 

16.8 

16.5 

8.5 

30.6 

34.1 

33.0 

33.1 

30.5 

30.4 

24.0 

アメリカ

イギリス

ドイツ

フランス

韓国

スウェーデン

日本

そう思う どちらかといえばそう思う

私の参加により、
変えてほしい社会現象が少し変えられるかもしれない

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。
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30.3 

43.9 

29.9 

32.4 

26.5 

26.0 

10.8 

45.2 

28.7 

38.5 

31.3 

30.4 

30.9 

31.5 

ドイツ

アメリカ

韓国

イギリス

フランス

スウェーデン

日本

そう思う どちらかといえばそう思う

社会をよりよくするため、
私は社会における問題の解決に関与したい

出典：我が国と諸外国
の若者の意識に関する
調査 （平成30年度）（令
和元年6月内閣府）※
各国満 13 歳から満 29 
歳までの男女が対象。



「国や社会に対する意識」（9カ国調査）

出典：日本財団「18歳意識調査」第20回テーマ：「国や社会に対する意識」（9カ国調査）
https://www.nippon-foundation.or.jp/who/news/pr/2019/20191130-38555.html?fbclid=IwAR3zpGWs2FVLQ0QlFBJCm8mIu3gowhusUK34sbAX7xK_Z-OtabwR6oWV7CA
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19.8 

14.5 

16.5 

16.7 

10.8 

10.0 

5.1 

20.0 

20.2 

18.0 

16.0 

21.3 

17.1 

7.9 

25.6 

31.0 

20.3 

18.0 

27.9 

23.6 

19.3 

24.0 

22.0 

34.8 

31.5 

30.0 

35.5 

53.2 

10.5 

12.3 

10.5 

17.8 

9.9 

13.8 

14.5 

アメリカ

韓国

イギリス

スウェーデン

フランス

ドイツ

日本

外国の高校や大学
（大学院含む）に留学
して卒業したい

外国の高校や大学
（大学院含む）半年
から１年留学したい

語学、スキル、
異文化を学ぶ短
期留学したい

留学したく
ない

わから
ない

出典：我が国と諸外国の若者の意識に関する調査 （平成30年度）（令和元年6月内閣府） ※各国満 13 歳から満 29 歳までの男女。



我が国の大学生の授業以外の学習時間（予習・復習等）は、アメリカの大学生と比較すると非常に短く、
１割の大学生は授業以外では全く学習していない。

（出典）米国：米国インディアナ大学 NSSE（The National Survey of Student Engagement) Annual Report 2007

※調査参加610大学の学部生のうち1年生（13.5万人）が対象
日本：東京大学 大学経営・政策研究センター（CRUMP)『全国大学生調査』2007年

※調査参加127大学の学部生のうち1年生（8,529人）が対象
（参考）日本：文部科学省令和元年度「全国学生調査（試行実施）」

※調査参加515大学の学部生のうち3年生（11.1万人）が対象 （対象学年が異なるため「参考」としている。）

日米の大学１年生の学習時間

0時間

9.0%

0時間

9.7%

0時間

0.3%

1-5時間
58.3%

1-5時間
57.1%

1-5時間
15.3%

6-10時間
18.0%

6-10時間
18.4%

6-10時間
26.0%

11時間以上
14.7%

11時間以上
14.8%

11時間以上
58.4%

（参考）日本

日本

米国

2019年調査



フルタイムの学生とは
あるカレッジの学生向けハンドブックには、学期中、学
生には１日８時間の学習が期待されるとある。たくさん
の講義に出ない分、学生は毎週のチュートリアルのた
めに文献を読み、エッセイを書くために多くの時間を費
やす…それだけの学習量が求められるのだから学生が
アルバイトをする余裕はないとのただし書きがある。

「フルタイムの学生」とはフルタイム（週日には１日８時
間）で学ぶ学生の謂だというのだ。

オックスフォードの基準をそのままあてはめれば、東大
生の半数はパートタイムの学生になってしまう。

【出典】苅谷剛彦『イギリスの大学・
ニッポンの大学 カレッジ、チュート
リアル、エリート教育』（P.18）



♡幸せの４つの因子♡

やってみよう
（自己実現と成長）

１

ありがとう
（つながりと感謝）

２

あなたらしく
（独立とマイペース）

４

なんとかなる
（前向きと楽観）

３

➊コンピテンス（私は有能である）
❷社会の要請（社会の要請にこたえている）
➌個人的成長（これまでの人生は、変化、学習、成長に満ちていた）
➍自己実現（今の自分は「本当になりたかった自分」である）

➊人を喜ばせる（人の喜ぶ顔が観たい）
❷愛情（大切に思ってくれる人たちがいる）
➌感謝（人生において感謝することが沢山ある）
➍親切（日々の生活で、他者に親切にし、手助けをしたいと思っている）

➊楽観性（物事が思い通りに行くと思う）
❷気持ちの切り替え（学校や仕事での失敗や不安な感情をあまり引きずらない
➌積極的な他者関係（他者との近しい関係を維持することができる）
➍自己受容（自分は人生で多くのことを達成してきた）

➊社会的比較志向のなさ（他者とあまり比較しない）
❷制約の知覚のなさ（何ができてできないかは外部制約のせいでない）
➌自己概念の明確傾向（自分自身についての信念はあまり変化しない）
➍最大効果の追求（TVを見る時はあまり頻繁にチャンネルを切り替えない）

前野隆司『幸せのメカニズム』
（講談社現代新書2013）P104-110より、作成
各因子の➊~➍までは適宜省略して記載



 我が国は、読解力、数的思考力の２分野において平均得点で参加国中第１位という特筆すべき結果。
 ＩＴを活用した問題解決能力については、コンピュータ調査を受けなかった者を母数に含めた

レベル２・３の者の割合で見るとＯＥＣＤ平均並みに位置する。
 一方、コンピュータ調査を受けた者の平均得点では参加国中第１位。

（注） ＩＴを活用した問題解決能力の平均得点は、ＰＩＡＡＣの
データを元にコンピュータ調査解答者を母数として国立教育政策
研究所が算出。

キプロス、フランス、イタリア、スペインは、ITを活用した
問題解決能力分野に参加していない（m=データが得られない）。

表中の数値が同じであっても順位が異なる場合があるのは、
小数点以下の差異による。

なお、本表にはロシアのデータは記載されていない。

（出典：ＯＥＣＤ国際成人力調査 調査結果の概要（文部科学省）） 41

国際成人力調査（PIAAC）全体結果

国名 読解力 数的思考力 ITを活用した問題解決能力

平均得点 平均得点
レベル2・3の成人の

割合
平均得点

OECD平均 273 269 34% 283

オーストラリア 280（ 4） 268（13） 38%（ 6） 289（ 3）

オーストリア 269（17） 275（10） 32%（13） 284（ 7）

カナダ 273（11） 265（14） 37%（ 7） 282（12）

チェコ 274（ 9） 276（ 9） 33%（12） 283（ 9）

デンマーク 271（14） 278（ 7） 39%（ 5） 283（ 8）

エストニア 276（ 7） 273（11） 28%（16） 278（16）

フィンランド 288（ 2） 282（ 2） 42%（ 2） 289（ 2）

フランス 262（21） 254（20） m m

ドイツ 270（15） 272（12） 36%（ 8） 283（11）

アイルランド 267（20） 256（19） 25%（18） 277（18）

イタリア 250（23） 247（22） m m

日本 296（ 1） 288（ 1） 35%（10） 294（ 1）

韓国 273（12） 263（16） 30%（15） 283（10）

オランダ 284（ 3） 280（ 4） 42%（ 3） 286（ 6）

ノルウェー 278（ 6） 278（ 6） 41%（ 4） 286（ 5）

ポーランド 267（19） 260（18） 19%（19） 275（19）

スロバキア 274（10） 276（ 8） 26%（17） 281（13）

スペイン 252（22） 246（23） m m

スウェーデン 279（ 5） 279（ 5） 44%（ 1） 288（ 4）

アメリカ 270（16） 253（21） 31%（14） 277（17）

ベルギー 275（ 8） 280（ 3） 35%（11） 281（14）

イギリス 272（13） 262（17） 35%（ 9） 280（15）

キプロス 269（18） 265（15） m m

ＯＥＣＤ平均よりも統計的に有意に高い国

ＯＥＣＤ平均と統計的に有意差がない国

ＯＥＣＤ平均よりも統計的に有意に低い国
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66.9 
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61.0 
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55.6 

55.3 

52.6 

52.1 

49.1 

43.6 

42.2 
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インド

アルゼンチン

ブラジル
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中国

マレーシア

スペイン

スイス

シンガポール

ポーランド
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チェコ

ポルトガル
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日本

出典：ランスタッド株式会社「ランスタッ
ド・ワークモニター」（２０１７年１１月）
※上記３３の国と地域において、１８~

６５歳の週２４時間以上の勤務をする
労働者を対象に調査。『スタディサプリ
社会人大学院２０１９年度版（２０１８
年８月）』P.4 より作成

スキルアップのために自己負担で実施しようと思っていることがある

世
界
一
、

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
が

学
ば
な
い
国

ニ
ッ
ポ
ン



個人と企業のlose-loseな関係➊

出典：リクルートワークス研究所「5カ国リレー
ション調査」（19年12月～20年1月にかけ、日

本、米国、フランス、デンマーク、中国の民間
企業で雇用されて働く、最終学歴が大学卒業
以上の30代、40代を対象にオンラインで調査
を実施。有効回答数は、日本621人、米国624
人、フランス624人、デンマーク165人、中国
629人の合計2663人。）。
https://xtrend.nikkei.com/atcl/contents/watc
h/00013/00985/



個人と企業のlose-loseな関係❷

エンゲージメント人材＝「会社の経営理念に共感してい
る」人かつ「仕事にのめりこんでいる」人

出典：リクルートワークス研究所「5カ国リレーション調査」（19年12月～20年1月にかけ、日本、米国、フランス、デンマーク、中国の民間
企業で雇用されて働く、最終学歴が大学卒業以上の30代、40代を対象にオンラインで調査を実施。有効回答数は、日本621人、米国624
人、フランス624人、デンマーク165人、中国629人の合計2663人。）。https://xtrend.nikkei.com/atcl/contents/watch/00013/00985/



➌教育改革の方向性は？
（初等中等教育改革、高大接続改革のさわりを…）



主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・

ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び

対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と，学習評価の充実

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し，
社会と連携･協働しながら，未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習
得など，新しい時代に求
められる資質･能力を育成

知識の量を削減せず，質
の高い理解を図るための
学習過程の質的改善

小学校の外国語教育の教科化，高校の新科目「公共」の
新設など

各教科等で育む資質･能力を明確化し，目標や内容を構造
的に示す

学習内容の削減は行わない※

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現

※高校教育については，些末な事実的知識の暗記が大学入学者選抜で問われることが課題になっており，
そうした点を克服するため，重要用語の整理等を含めた高大接続改革等を進める。

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成

生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養

46

学習指導要領改訂の考え方



GIGAスクール構想

① 小1～中3まで1人1台
② 大容量高速ネットワーク
③ クラウド利用
④ 校務の情報化

学校の情報化を一気にすすめる
＋コロナで一気に前倒し

2024年度→2020年度完成
47



「令和の日本型学校教育」の実現

１．急激に変化する時代の中で育むべき資質・能力

・社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0時代」
の到来

・新型コロナウイルスの感染拡大など先行き不透明
な「予測困難な時代」の到来

一人一人の児童生徒が，自分のよさや可能
性を認識するとともに，あらゆる他者を価値の
ある存在として尊重し，多様な人々と協働し
ながら様々な社会的変化を乗り越え，豊か
な人生を切り拓き，持続可能な社会の創り
手となることができるようにすることが必要

新学習指導要領の着実な実施

ＩＣＴの活用

２．2020年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」で目指す学びの在り方

協働的な学び

指導の個別化

〇基礎的・基本的な知識等を確実に
習得させるため，ICTの活用や専門
性の高い教師によるより支援が必要な
児童生徒へのより重点的な指導などに
よる効果的な指導

〇子供たち一人一人の特性や学習進
度等に応じ，指導方法・教材等の柔
軟な提供・設定を行うとともに，自らの
学習を調整しながら粘り強く取り組む
態度を育成

学習の個性化

〇基礎的・基本的な知識・技能や情
報活用能力等の学習の基盤となる
資質・能力等を土台として，専門性
の高い教師による個々の子供に応じ
た学習活動の提供

〇自ら学習を調整するなどしながら，
その子供ならではの課題の設定，子
供自身による情報の収集，整理・
分析，まとめ・表現を行う等，主体
的に学習を最適化することを教師が
促す

個別最適な学び
(「個に応じた指導」（指導の個別化と学習の個性化）を学習者側の視点から整理した概念)

〇知・徳・体を一体的に育むため，教師と児
童生徒の関わり合いや児童生徒同士の関
わり合いなど様々な場面でのリアルな体験を
通じた学びやICTの活用による他の学校の
子供たちとの学び合いなど

〇学校ならではの協働的な学び合いや，地
域の方々をはじめ多様な他者と協働した探
究的な学びなどを通じ，持続可能な社会
の創り手として必要な資質・能力を育成

48

それぞれの
学びを往還

中央教育審議会初等中等教育分科会 「「令和の日本型学校教育」
の構築を目指して」（中間まとめ）（R2.10.7）



 これまでも学習指導要領では一貫して、個人の特性に応じた指導がう
たわれてきた。しかしながら、現実にどこまで実現できるかについては、
どのような環境の下で行われるかによるところが大きく、これまでの教
育でそのことが十分に実現され、個々人の興味・関心や能力、適性等
に対応した教育が行われてきたとは必ずしも言い難い。

 形式的な授業時数の確保や教科書を最初から最後まで教え切ると
いった点のみが重視され、受け手側の学習者が理解できているか、一
人一人にあった学習内容になっているかが、十分に重視されてきたと
言えるだろうか。このことは、各教師が担当する児童生徒数の多さやそ
れをアシストする環境の整備が不十分だったことにも起因する。

 しかしながら、今後は、GIGAスクール構想によるオンライン・遠隔教育
や学習履歴などICTという強力なアシストを得て、児童生徒の個別の学
習状況などを教師が把握しやすくなる。さらに担当する児童生徒数を
減じることができれば、この副題の趣旨を大きく実現に近づけるチャン
スとなるのではないか。

49
出典：初中教育ニュ－ス第399号（令和2年10月23日）【課長コラム】「令和の日本型学校教育」〔初等中等教育局初等中等教育企画課長 浅野敦行〕
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「令和の日本型学校教育」の構築を目指して」（中間まとめ）【ＩＣＴの活用について】

海外の児童生徒と交流をすることに
より、多様な文化に触れる機会を設
ける。

多様な考えに触れたり、協働して学習
に取り組む機会の充実を図る。また、
複数の高等学校をネットワーク化し、
科目の相互履修が可能となる新たな仕
組みを構築する。

病気療養児が、病室等で在籍校の
授業を受ける（出席扱い）。

不登校児童生徒と学校をつなぎ、授
業への参加（出席扱い）や、教師、
スクールカウンセラー等による相談
を行う。

国内外の大学や研究機関、企業等の多様
な人材・リソースを活用し、最先端のア
カデミックな知見を用いて特異な才能を
持つ児童生徒に対する指導を行う。

同時双方向型の遠隔授業の実施につい
て、単位数の算定などの要件の見直し
を行い、多様かつ高度な学習機会の充
実を図る。

対面指導と遠隔・オンライン教育のハイブリッド化

学習者用デジタル教科書・
教材の普及促進

学習履歴等を活用した
きめ細かい指導の充実や学習の改善

高等学校における遠隔授業の活用

病気療養児に対する学習指導

大学等と連携した指導

不登校児童生徒に対する学習指導

海外の学校との交流学習

中山間地域の学校における遠隔授業の活用

対面指導の重要性、遠隔・オンライン教育等の実践で明らかになる成果や課題を踏まえ、発達段階に応じて、ICTを活用しつつ、教師が対面指導と
家庭や地域社会と連携した遠隔・オンライン教育とを使いこなす（ハイブリッド化）ことで協働的な学びを展開する。

※臨時休業時等に学校と児童生徒等の関係を継続し、学びを保障するた
め学校の教育活動を継続するための計画を作成するなどの取組を進め
る。

臨時休業時における
オンラインを含む家庭学習

全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学び
と、協働的な学びを実現



①スクール・ミッションの再定義（各高等学
校の存在意義・社会的役割等の明確化）

• 高等学校は，義務教育を修了した生徒が入学者選抜を経
て入学するものであることから，各高等学校が育成を目指
す資質・能力を明確にするために，各学校の設置者が，各
学校や所在する自治体等の関係者と連携しつつ，在籍す
る生徒の状況や意向，期待に加え，学校の歴史，現在の
社会や地域の実情を踏まえて，また，20 年後・30 年後の
社会像・地域像を見据えて，各学校の存在意義や各学校
に期待されている社会的役割，目指すべき学校像をス
クール・ミッションとして再定義することが必要である。

52
出典：新しい時代の初等中等教育の在り方特別部会(第13回) 会議資料
誰一人取り残すことのない「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～多様な子供たちの資質・能力を育成するための，個別最適な学びと，社会とつな
がる協働的な学びの実現～ (中間まとめ)【素案】

中央教育審議会の動き



③「普通教育を主とする学科」の弾力
化・大綱化（普通科改革）
普通教育を主とする学科として，普通科に加えて，

SDGs の実現や Society5.0 における現代的な諸課題への対応を
図るために，学際科学的な学びに重点的に取り組む学科

地域や社会の将来を担う人材の育成を図るために，地域社会が
抱える課題の解決に向けた学びに重点的に取り組む学科

その他普通教育として求められる教育内容であって特色・魅力あ
る教育を実現すると認められる学科を各設置者の判断により設
置できるようにすることが求められるが，各学校の要件設定や，
当該学科ならではの学びを柔軟な形で実現できるようにするた
めの制度的な措置について検討が必要である。

53
出典：新しい時代の初等中等教育の在り方特別部会(第13回) 会議資料
誰一人取り残すことのない「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～多様な子供たちの資質・能力を育成するための，個別最適な学びと，社会とつな
がる協働的な学びの実現～ (中間まとめ)【素案】

中央教育審議会の動き



④産業界と一体となって地域産業界を支え
る革新的職業人材の育成（専門学科改革）

…地域の持続的な成長を支える最先端の職業人育成を担っ
ていくには，加速度的な変化の最前線にある地域の産業界
で直接的に学ぶことができるよう，産業界と高等学校と一体
となった，社会に開かれた教育課程の推進が重要である。

具体的には，これまでの企業等の外部講師の招へいやイン
ターシップ等の連携から更に進化し，経済団体等の産業界
を核として，地域の産官学の関係者が一体となり， 将来の
地域産業界の在り方を検討し，その検討の中で，専門高校
段階での人材育成の在り方を整理し，それに基づく教育課
程の開発・実践を行うことが必要である。

54
出典：新しい時代の初等中等教育の在り方特別部会(第13回) 会議資料
誰一人取り残すことのない「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～多様な子供たちの資質・能力を育成するための，個別最適な学びと，社会とつな
がる協働的な学びの実現～ (中間まとめ)【素案】

中央教育審議会の動き



伝統的イメージ（第１回共通１次）



56

推薦入試
34.7％

（211,005人）

平成12年度(ＡＯ入試調査開始年度)に比べて、ＡＯ入試、推薦入試を経由した入
学者が大きく増加しており、入試方法の多様化が進んでいる。

一般入試
65.8%

（389,851人）

推薦入試
31.7%

（188,083
人）

AO入試
1.4%

（8,117人）

その他
1.1%…

一般入試
（注）「その他」：専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女入試など

【平成12年度】 【平成31年度】

（入学者計：592,878人） （入学者計：616,602人）

一般入試

53.0%…

推薦入試

36.8%…

AO入試… その他…

【出典】平成31年度国公私立大学・短期大学入学者選抜実施状況の概要



入学した大学・学部・学科の志望理由

（ ）内は文理別の順位。15項目中上位10項目
（出典）株式会社ディスコキャリタスリサーチ「大学進学と就職に関する調査」 （調査期間：2017年12月15⽇〜20⽇）

まだまだ…



企業が採用選考で重視する項目と
学生が面接でアピールする項目

【出典】リクルートキャリア就職みらい研究所「就職白書2017－採用活動・就職活動編－」（2017）

まだまだ…



我が国の大学生の授業以外の学習時間（予習・復習等）は、アメリカの大学生と比較すると非常に短く、
１割の大学生は授業以外では全く学習していない。

（出典）米国：米国インディアナ大学 NSSE（The National Survey of Student Engagement) Annual Report 2007

※調査参加610大学の学部生のうち1年生（13.5万人）が対象
日本：東京大学 大学経営・政策研究センター（CRUMP)『全国大学生調査』2007年

※調査参加127大学の学部生のうち1年生（8,529人）が対象
（参考）日本：文部科学省令和元年度「全国学生調査（試行実施）」

※調査参加515大学の学部生のうち3年生（11.1万人）が対象 （対象学年が異なるため「参考」としている。）

日米の大学１年生の学習時間

0時間

9.0%

0時間

9.7%

0時間

0.3%

1-5時間
58.3%

1-5時間
57.1%

1-5時間
15.3%

6-10時間
18.0%

6-10時間
18.4%

6-10時間
26.0%

11時間以上
14.7%

11時間以上
14.8%

11時間以上
58.4%

（参考）日本

日本

米国

2019年調査



♡幸せの４つの因子♡

やってみよう
（自己実現と成長）

１

ありがとう
（つながりと感謝）

２

あなたらしく
（独立とマイペース）

４

なんとかなる
（前向きと楽観）

３

➊コンピテンス（私は有能である）
❷社会の要請（社会の要請にこたえている
➌個人的成長（これまでの人生は、変化、学習、成長に満ちていた）
➍自己実現（今の自分は「本当になりたかった自分」である）

➊人を喜ばせる（人の喜ぶ顔が観たい）
❷愛情（大切に思ってくれる人たちがいる）
➌感謝（人生において感謝することが沢山ある）
➍親切（日々の生活で、他者に親切にし、手助けをしたいと思っている）

➊楽観性（物事が思い通りに行くと思う）
❷気持ちの切り替え（学校や仕事での失敗や不安な感情をあまり引きずらない
➌積極的な他者関係（他者との近しい関係を維持することができる）
➍自己受容（自分は人生で多くのことを達成してきた）

➊社会的比較志向のなさ（他者とあまり比較しない）
❷制約の知覚のなさ（何ができてできないかは外部制約のせいでない）
➌自己概念の明確傾向（自分自身についての信念はあまり変化しない）
➍最大効果の追求（TVを見る時はあまり頻繁にチャンネルを切り替えない）

前野隆司『幸せのメカニズム』
（講談社現代新書2013）P104-110より、作成
各因子の➊~➍までは適宜省略して記載

これまでの自らの成長の軌跡を踏ま
え、将来なりたい自分をイメージし、
そのための主体的大学選びであり、
大学での学習であるべき。



主観的幸福感を決定する要因の重要度
（標準化係数）

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

学歴 世帯年収額 自己決定指標

0.091

0.015

0.13

本研究では、2 万人の日本人の調査を行い、様々な質問をすることで、所得、学歴、健康、人間関係、自己決定を説明変数として、分析を行った。そ
の結果、年齢との関係では、幸福感が中年期で落ち込む「U 字型曲線」を描き、所得との関係では、所得が増加するにつれて、主観的幸福度が増加
するが、所得の増加率ほどには主観的幸福感は増加せず、その変化率の比も 1100 万円で最大となることが分かった。また、幸福感を決定する要因

としては、健康、人間関係に次ぐ変数としては、所得、学歴よりも自己決定が強い影響を与えることが分かった。自分で人生の選択をすることで、選択
する行動への動機付けが高まる。そして満足度も高まる。そのことが幸福感を高めることにつながっているであろう。国連の世界幸福度報告書での、
国際ランキングでは、日本は幸福度がそれほど高くなく、特に国全体で見ると、「人生の選択の自由」の変数の値が低い国である。そういう日本社会
で、自己決定度の高い人が、幸福度が高い傾向にあることは注目に値する。

西村和雄・八木匡「幸福感と自己決定―日本における実証研究（改訂版）」RIETI Discussion Paper Series 18-J-026（改訂：2020 年 6 月）p.27-28

学歴は説明変数として統計
的に有意ではない。



「三つのポリシー」に基づく大学改革（高大接続・社会との接続）

大学教育の充実に向けた
PDCAサイクルの確立

大学教育の「入り口」から「出口」までを、
一貫したものとして構築し、広く社会に発信

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
学生が身に付けるべき資質・能力の明確化

＜PDCAサイクルの起点＞

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程編成、

教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

≪学校教育法施行規則の改正≫

全ての大学等において、以下の三つの方針を一貫性あるものとして策定し、公表するものとする。

①卒業認定・学位授与の方針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針

（平成29年４月１日施行）

大学教育の

質的転換

≪三つのポリシー策定の意義≫

【大学にとっての意義】

 組織的・体系的な大学教育の実現に向け、教職員が共通理解を持つことを可能とする。

 大学の個性・魅力・特色を対外的に示すことができる。

 内部質保証を確立するための指針となる。

【入学希望者、高校関係者等にとっての意義】

 入学後の学修や卒業時に求められる学修成果について見通しを持ち、学びたい内容に

照らして大学を選べる。

 入学までに何を身に付けなければならないのかが明確になる。

 個々の大学の特色を踏まえ、一人ひとりの将来目標を実現する観点からの進路指導が

促進される。 ⇒ ミスマッチの緩和・解消、高大接続の改善

【大学生にとっての意義】

 教育課程の構造や目標を十分理解した上で、自覚

的に学習に取り組むことで、密度の濃い学習成果

につながる。

【社会にとっての意義】

 地域社会や産業界と大学との間で、育成すべき人

材像の共有や協働が可能となり、「大学と社会と

の接続」が改善される。
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【事例】お茶の水女子大学「新フンボルト入試」
平成29年度入試から、AO入試をより独創的で丁寧な選抜方法にブラッシュアッ
プ、受験生のポテンシャルを評価。

プレゼミナール（第１次選考）
大学の授業＝学問の世界を実体験
→レポート作成＋提出書類等で総合的
に一次選考
高校２年生もセミナー受講可（高大接
続）

第２次選考（２日間）

図書館入試
（文系）

実験室入試（理
系）

資料を自由に使っ
てじっくりレポー
ト作成＋グループ
討論・個別面接

①実験・データ
分析、②自主研
究課題ポスター
発表、など

◎募集人員を拡大
旧AO定員10名→20名に倍増

◎実施状況
出願数 ﾌﾟﾚｾﾞﾐ受講者

H29 198 (9.9倍) 358

H30   192 (9.6倍)         382

R1     177 (8.9倍)         364

◎合格者に対する手厚い入学前教育を実施
11月合格者研修会
在学生をチューターとして配置

◎特色ある教育システムにシームレスに接合
21世紀型文理融合リベラルアーツ
複数プログラム選択履修制度
グローバル教育（海外留学推進）

※全募集人員452名（Ｒ２年度）

【出典】文部科学省「大学入試のあり方に関する検討会議（第16回）参考資料２より作成



これからの年内入試のあり方
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探究学習を基にした進路指導と高大連携の可能性
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出典：ベネッセ Between ２０２０年９－１０月号 P.5より作成



 「論文」作成の基盤として、
骨太のリサーチスキルを体
系的に教育できているか。

 専門領域を支える広範な
教養を、体系的に教育でき
ているか。

 研究者以外のキャリアを想
定して、カリキュラムを構築
しているか。

出口治明
立命館アジア太平洋大学 学長
出典：2020年１０月１９日 教育再生実
行会議高等教育WGにおける発表資
料「我が国の大学の国際化に向けて」
より
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大学における社会人・留学生数の割合の国際比較

各国の学生に占める留学生の割合高等教育機関における25（30）歳以上入学者割合の国際比較

（％）
（2015年）

出典：OECD Education at a  Glance  （2017）（諸外国）及び 「平成27年度学校基本統計」（日本）。
日本以外の諸外国の数値については、高等教育段階別の初回入学者の割合。
日本の数値については、それぞれ①短期大学、②学士課程、③修士課程及び専門職学位課程、④博士課程として算出（留学生を含む）。 出典：OECD「Education at a Glance 2017」
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 ほぼ日本人学生、日本人教員だ
けの環境で、文化・社会など多く
の共通基盤が共有される安全な
コミュニティ（コンフォートゾーン）
で、世界で活躍できる人材を育成
できますか？

 言語だけの問題ではない現実。

 大学の環境を、卒業後の舞台に
なる「世界」に創り変えるしかない
のでは？

出口治明
立命館アジア太平洋大学 学長
出典：2020年１０月１９日 教育
再生実行会議高等教育WGにお
ける発表資料「我が国の大学の
国際化に向けて」より



•人材投資促進税制



厳格な定員管理の是非？

＜主な批判（例）＞
 厳格な定員管理は「一点刻みの入試」と親和性が高い。

 ４年で卒業させることが前提となり、厳格な成績認定を避ける傾向。

 履修証明や科目等履修生は定員にカウントされず、社会人学生の受入れを進める
インセンティブが弱い。

 厳格な定員管理が１８才主義を助長。

 社会経験のない若者だらけの環境よりも様々な背景を持つ幅広い世代が集まる環
境の方がより多くの学びを得られることは自明。

 学部ごとの定員管理が、大学間や学部間での学生の流動性を阻害。

定員のあり方は、中央教育審議会大学分科会で検討中

入学定員充足率 １００～９５％ ９４～９０％

増減割合 ＋４％ ＋２％
出典：平成３１年度以降の定員管理に係る私立大学等経常費補助金の 取扱について（通知）



 入試突破直後の日本の
高校生の学力は、世界
的に見てかなり高い水準
のはずだ。

 その入学者たちの知的
ポテンシャルを、今の大
学が本当に伸ばせてい
るのかが問われている
のである。

吉見俊也
東京大学大学院
情報学環教授

出典『大学はもう死んでいる？トップユニバーシティ
からの問題提起』（集英社新書）2020年 P.104



予測困難な時代を生き抜く自律的な学修者を育成するためには、学修者本位の教育への転換が必要。
そのためには、教育組織としての大学が教学マネジメントという考え方を重視していく必要。

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
 学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証として機能するよう、ＤＰを具体的かつ明確に設定

積極的な説明責任

Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
 一人一人の学生が自らの学修成果を自覚し、エビデンスと共に説明できるようにするとともに、DPの見直しを含む教育改

善にもつなげてゆくため、複数の情報を組み合わせて多元的に学修成果・教育成果を把握・可視化
 大学教育の質保証の根幹、学修成果・教育成果の把握・可視化の前提として成績評価の信頼性を確保

学位プログラム共通の考え方
や尺度（アセスメントプラン）に
則り、大学教育の成果を点
検・評価

ルーブリック、ＧＰＡ、
学修ポートフォリオ

社会からの信頼と支援

学長のリーダーシップの下、学位プログラム毎に、以下のような教学マネジメントを確立することが求められる。

Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
 明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支える構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を

編成
 授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件について検証が必要
 密度の濃い主体的な学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、同時に履修する授業科目数

の絞り込みが求められる
 学生・教員の共通理解の基盤や成績評価の基点として、シラバスには適切な項目を盛り込む必要

 DPに沿った学修者本位の教育を提供するために必要な望ましい教職員像を定義
 対象者の役職・経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤを、教育改善活動としても位置付け、組織的かつ体系的に実施
 教学マネジメントの基礎となる情報収集基盤である教学ＩＲの学内理解や、必要な制度整備・人材育成を促進

Ⅳ
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「教学マネジメント指針」概要

○ 大学がその教育目的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立にも密接に関わる重要な営みである。

○ その確立に当たっては、教育活動に用いることができる学内の資源（人員や施設等）や学生の時間は有限であるという視点や、学修者本位の教育の実現のためには大学の時間構造を「供給者

目線」から「学修者目線」へ転換するという視点が特に重視される。

教学マネジメント

とは

○ 学修者本位の教育の実現を図るための教育改善に取り組みつつ、社会に対する説明責任を果たしていく大学運営すなわち教学マネジメントがシステムとして確立した大学運営の在り方を示す。

○ ただし、教学マネジメントは、各大学が自らの理念を踏まえ、その責任でそれぞれの実情に応じて構築すべきものであり、本指針は「マニュアル」ではない。

○ 教育改善の取組が十分な成果に結びついていない大学等に対し、質保証の観点から確実に実施されることが必要と考えられる取組等を分かりやすく示し、その取組を促進することを主眼に置く。

○ 本指針を参照することが最も強く望まれるのは、学長・副学長や学部長等である。また、実際に教育等に携わる教職員のほか、学生や学費負担者、入学希望者をはじめ、地域社会や産業界

といった大学に関わる関係者にも理解されるよう作成されている。

「学位プログラム」レベル

シラバス、カリキュラムマップ、
カリキュラムツリー、ナンバリン
グ、キャップ制、週複数回授業、
アクティブ・ラーニング、主専
攻・副専攻

「授業科目」レベル

教学マネジメント

指針とは

項目の例は
別途整理

Ⅴ 情報公表
 各大学が学修者本位の観点から教育を充実する上で、学修成果・教育成果を自発的・積極的に公表していくことが必要
 地域社会や産業界、大学進学者といった社会からの評価を通じた大学教育の質の向上を図る上でも情報公表は重要
 積極的な説明責任を果たすことで、社会からの信頼と支援を得るという好循環の形成が求められる

「大学全体」レベル

三つの方針
「卒業認定・学位授与の方針」（DP）、「教育課程編成・実施の方針」（CP）、「入学者受入れの方針」（AP）

教学マネジメントの確立に当たって最も重要なものであり、学修者本位の教育の質の向上を図るための出発点

Ⅰ～Ⅴの取組を、大学全体、
学位プログラム、授業科目の
それぞれのレベルで実施しつつ、
全体として整合性を確保。
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令和2年1月22日中央教育審議会
大学分科会とりまとめ



人生100年時代構想会議における榊原委員
（日本経済団体連合会前会長）の発言

【出典】首相官邸ホームページより http://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei100nen/index.html

H30年2月8日（木）第5回
（略） 一方、企業側の対応ですけれども、学生を採用する企業側としても、採用に
当たっては、学生が大学で学んだことや身につけた専門知識を正当に評価して採
用するといったことが必要と考えます。

H30年5月16日（水）第7回
ただいま、文科大臣から、在学中に身につけた能力・付加価値の見える化について
御説明をいただきました。
学生の成長を大きく促していくものということで、大変重要な取組だと考えています。
私ども経団連は会員企業に対しまして、新卒採用に当たっては、学業重視の観点か
ら、文理の枠を超えた基礎的で幅広い知識、あるいは
リベラル・アーツを重視しているということを表明しているわけでございますけれども、
今後、より広く、社会・大学・学生に対して明確なメッセージを発信していきたい。
そうした学修の成果について可視化された多面的な情報が大学から提供されるとい
うことになった際には、企業における学生の選考活動において、これを大いに、有効
に活用していきたい。そういう旨を経団連会員企業にしっかりとPRし、活用を促してま
いりたいと考えております。



終わりに



教育機関と仕事世界の「段差」イメージ
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出典：中原淳『広がる「段差」実践で是正』 （日本経済新聞令和元年９月２３日）のイメージ図より作成



学び続ける、学習者主体の教育へ

勉強 being taught 学習 learning

Teaching(Teacher)              Education(Facilitator)            

卒業 Commencement  

学歴=学校歴 学習歴、最新学習歴


